
事 務 連 絡 

平 成 ２ ８ 年 ２ 月 ２ ８ 日 

国立大学法人東京大学 御中 

文 部 科 学 省 

研究開発局研究開発戦略官 

（新型炉・原子力人材育成担当）付 

 

国際原子力人材育成イニシアティブ事業 事後評価結果について 

 

貴機関において実施された「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」に係る事後評価結

果を、以下のとおり通知いたします。評価基準等については、別に定める「国際原子力人材

材育成イニシアティブ事業 事後評価について」を御参照願います。 

 

課題名 総合的な科学技術マネジメントのできる原子力人材育成プログラム 

実施機関 国立大学法人東京大学 

実施期間 平成２５年度～平成２７年度 

 

【評価結果】 

Ｂ ほぼ計画通りの成果があげられた 

 

【審査評価委員会所見】 

＜推奨意見＞ 

●多くの分野・領域を基盤とする総合工学としての原子力に留意し、教程の整備やセミナー・

インターンシップ派遣など、原子力分野以外の分野を巻き込みながら、意欲的な教育プロ

グラムの整備を進めている点が評価できる。 

●整備した教材についても、ホームページに積極的に公開し、学外への活用に貢献している

とともに、特に原子力基盤理工学教程の整備については、整備後に多くの大学等での活

用が期待され、評価できる。 

＜今後への参考意見＞ 

●教程の整備やセミナー等への参加については、当初の計画から遅れている、参加者が少

ない等の部分もあるが、今後も、他大学との連携を視野に入れながら、継続的な事業実施

に努めていただきたい。 



 

国際原子力人材育成イニシアティブ事業成果報告書 
 

 

<課題名> 
機関横断的な人材育成事業「総合的な科学技術マネジメントのできる原子力人材育成プログラム」 

 

<実施機関> 

東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 
 

<連携機関> 
カリフォルニア大学バークレー校（Dames 教授）、経済協力開発機構原子力機関（Vitanza 博士）、

国際原子力機関（八木博士、Starz 氏、Polyakov 氏）、マサチューセッツ工科大学（Moser 教授）、カ

ールスルーエ工科大学（Miassoedov 教授、Cheng 教授）、欧州原子核研究機構（Ropelewski 教授）、

ウィーン工科大学（Burgdörfer 教授）、ミシガン州立大学（Udpa 教授）、STeLA（松本氏）、Innovative 

Systems Software(Allison 博士)、カタルーニャ工科大学（Reventos 教授）、ヴァージニア工科大学

（Parikh 助教）、クランフィールド大学（Shore 教授）、マックマスター大学（長崎教授）、日本アイ

ソトープ協会（勝村常務理事）、日本原子力研究開発機構（斉藤氏） 

 

<実施期間・交付額> 
２５年度１０，９２９千円、２６年度９，１８１千円、２７年度７，７５１千円 

 

<当初計画> 
１．目的・背景 

東電福島原発事故から得られた教訓と、海外での今後の原発導入の広がりを踏まえ、俯瞰的・国際

的な視点から総合的な科学技術マネジメントのできる原子力人材を育成する。そのため、本事業では

まず、学生が学部後期課程ならびに大学院で学ぶべき、原子力の基盤分野を体系的な教程（原子力基

盤理工学の教程）として示し、編纂する。これによって、領域を横断する目標に取り組む際に立ち返

るべき基盤を提供し、異なる専門分野・多くの領域が関わるときに見落としがちな課題を発見する能

力を醸成する。また、海外等からの招聘講師による講義・セミナー、領域横断指向型インターンシッ

プへの派遣、共同研究指向型インターンシップへの派遣を実施することで、国際感覚やコミュニケー

ション能力、領域を横断して全体を見る俯瞰力、国際共同研究開発を構想・立案して遂行し、成果を

あげる能力を育てる。さらに、若手教員・若手研究者を海外に派遣することで、本事業を効率的に継

続するための教育・研究指導能力を育成する。 

 本事業の成果を他の大学等でも活用できる形とするために、原子力基盤理工学の教程は将来的に

公開に適した形での整備を予定している。また、海外等からの招聘講師による講義・セミナーはその

内容を電子ファイルの教材として作成し、講師の許可が得られたものについてはウェブから無料でダ

ウンロードできるように公開する。  

 

２．実施計画 

（１）原子力基盤理工学の教程の整備 

   学生が学部後期課程ならびに大学院で学ぶべき内容・教員が学生に指導すべき内容を示した、原

子力基盤分野の体系的な教程を編纂する。具体的な科目としては、原子核工学 I,II、原子炉物理学

I,II、放射線化学、放射化学・同位体工学、放射線生物学、放射線防護学、原子炉工学 I（熱流動

工学）、原子炉工学 II（構造工学）の 10 科目がある。原子力国際専攻の編集委員会と工学系研究科

の編纂委員会を経て、順次、章節項構成を決定し、執筆と学生用試用版の刊行を進める。 

 

（２）セミナー・インターンシップ派遣の実施 

   (A) 海外等からの招聘講師による講義・セミナー：海外の大学や国際機関等から講師を招聘し、

講義やセミナーを実施する。ビデオ撮影・録音媒体からテープ起こし・和訳をすることで

教材（英語・日本語の両方）を作成する。 

    (B) 領域横断指向型インターンシップ派遣：自らの専門分野を超えた広い分野での研修のため、



 

大学院学生をインターンシップに派遣する。 

    (C) 共同研究指向型インターンシップ派遣：自らの専門分野で異なるアプローチ・技術や強みを

持っている海外研究者のもとでの共同研究を指向した研修のため、大学院学生をインター

ンシップに派遣する。 

 

（３）若手教員・若手研究者海外派遣の実施 

   自らの専門分野を超えて俯瞰的な視点から研究計画を立案し、成果をあげ、その成果を生かす技

術、ならびに、学際的総合的な科学技術分野の教授法を身につけるため、若手教員・若手研究者を

海外の大学・機関に派遣する。 

 

<実施状況> 
（１）原子力基盤理工学の教程の整備 

   全10巻のうち原子炉工学I を除く9巻について章節項構成の決定を完了し、原稿の執筆を進め、

平成 26 年度に「原子炉物理学 I」の学生用試用版 500 冊、平成 27 年度には「放射線化学」の学生

用試用版 500 冊を刊行した。 

  

編集委員会開催：平成 25 年 9 月 9 日、10 月 10 日、31 日、12 月 4 日、平成 26 年 3 月 6 日、

平成 26 年 4 月 16 日、5月 21 日、6月 3日、8月 5日、9月 3日、10月 2日、11月 21 日、

12 月 2 日、平成 27年 11 月 16 日、12 月 17 日、平成 28年 1月 21 日、3月 3日 

編纂委員会開催：平成 25年 12 月 24 日、平成 26年 6月 5 日、12 月 12 日 

 

（２）セミナー・インターンシップ派遣の実施 

  (A) 海外等からの招聘講師による講義・セミナー  

[第１回] 

実施日・場所：平成 25年 11 月 11 日 東京大学工学部 8号館 85 講義室 

講師：Dr. Carlo Vitanza (OECD/NEA, Halden Reactor Project, R&D Manager) 

セミナータイトル：From Physics to Project Management 

（物理学からプロジェクトマネジメントへ） 

[第 2回] 

実施日・場所：平成 26年 2月 20 日 東京大学工学部 8号館 85講義室 

講師：Dr. Masahiro Yagi (IAEA, Department of Nuclear Energy, Senior Nuclear Engineer) 

セミナータイトル：Unconventional Approach to Nuclear 

(原子力へのちょっと変わったアプローチ) 

[第 3回] 

実施日・場所：平成 26年 6月 10 日 東京大学工学部 8号館 502 輪講室 

講師：Ms. Anne Starz (Dept. of Nuclear Energy, International Atomic Energy Agency) 

セミナータイトル：IAEA Activities to Support Countries Embarking on Nuclear Power 

（原子力新興国への IAEA の支援） 

[第 4回] 

実施日・場所：平成 28年 2月 18 日（木）東京大学工学部 8号館 502 講義室 

講師：Prof. Shinya Nagasaki 

   (Department of Engineering Physics, McMaster University, Canada) 

セミナータイトル：Radioactive Waste Management Program in Canada 

（カナダにおける放射性廃棄物処分） 

 

  (B) 領域横断指向型インターンシップ派遣 

平成 25 年度はカールスルーエ工科大学（ドイツ）、マサチューセッツ工科大学（アメリカ）に計

2 名を派遣。平成 26 年度はスタンフォード大学（アメリカ）に 1 名を派遣。平成 27 年度は北京

大学（中国）、IAEA（オーストリア）に計 2名を派遣。 

 

  (C) 共同研究指向型インターンシップ派遣 

平成 25 年度はカリフォルニア大学バークレー校（アメリカ）、CERN（スイス）に計 2 名を派遣。



 

平成 26 年度は Innovative Systems Software（アメリカ）、カタルーニャ工科大学（スペイン）、

ヴァージニア工科大学（アメリカ）、クランフィールド大学（イギリス）、カールスルーエ工科大

学（ドイツ）に計 5 名を派遣。平成 27 年度はカールスルーエ工科大学（ドイツ）、エモリー大学

（アメリカ）、Innovative Systems Software（スペイン）に計 3名を派遣。 

 

（３）若手教員・若手研究者海外派遣の実施 

   平成 25年度はウィーン工科大学（オーストリア）、ミシガン州立大学（アメリカ）に計 2名を派

遣。平成 26 年度は IAEA（オーストリア）に 1名を派遣。平成 27年度は 1名をウィーン工科大学（オ

ーストリア）に 1名を派遣。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１．育成対象及び人数（結果） 

実施項目 実施プログラム 育成対象者 
育成人数 

２５年度 ２６年度 ２７年度 

１）原子力基盤理

工学の教程の整備 

 学部後期課程の学生お

よび大学院生 

※ ※ ※ 

２）セミナー、大

学院生インターン

シップ派遣の実施 

(A) 海外等から

の招聘講師によ

るセミナー・講

義 

工学部後期課程の学生

および工学系研究科の

大学院生・教職員等 

４１名 ２１名 

 

３１名 

 

(B)領域横断指

向型インターン

シップ派遣 

工学系研究科の大学院

生（選抜者） 

２名 １名 ２名 

(C) 共同研究指

向型インターン

シップ派遣 

工学系研究科の大学院

生（選抜者） 

２名 ５名 ３名 

３）若手教員・若

手研究者海外派遣

の実施 

 工学系研究科の若手教

員・若手研究者（選抜

者） 

２名 １名 １名 

工学教程（１） 

「原子炉物理学 I」と「放射線化学」 

学生用試用版各 500 冊を刊行した。 

海外からの招聘講師によるセミナー（２） 

Dr. Carlo Vitanza (OECD/NEA) 

“From Physics to Project Management” 



 

 参加人数（実績） ４７名 ２８名 ３７名  
（参考指標） 

交付額/参加人数 

２３３ 

千円/人 

３２８ 

千円/人 

２０９ 

千円/人 

 ※ 原子力基盤理工学の教程は育成人数を限定せず、他大学や原子力関係以外の学科でも広く活用できる

ものとして編纂した。 

 

表２．実施スケジュール（結果） 

項目 ２５年度 

（四半期毎） 

２６年度 

（四半期毎） 

２７年度 

（四半期毎） 

１）原子力基盤理

工学の教程の整備 
  

 
    □    □ 

２）(A) 海外招聘

講師による講演会 

  □ □ □       □ 

２）(B) (C) 

大学院生インター

ンシップ派遣 

  □ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□   □ 

□ 

□ □ 

□ 

３）若手教員・若

手研究者海外派遣 

  □ □    □    □ 

 

 

<成果と評価> 
以下に記すとおり、本事業はその目的を十分に達成したと評価できる。 

 

（１）原子力基盤理工学の教程の整備 

17 回の編集委員会、3 回の編纂委員会を通して、全 10 巻のうちの 9 巻の章節項構成を決定し、

学生が学部後期課程ならびに大学院で学ぶべき内容・教員が学生に指導すべき項目を示すことがで

きた。原子炉物理学 Iと放射線化学については学生用試用版各 500 冊を刊行した。他の巻について

も執筆を進めたが、執筆の参考にする文献や資料の整理に想定以上の時間を要し、執筆スケジュー

ルを見直すことになった。しかしながら、補助期間中の執筆原稿は、今後の刊行に十分に役立てる

ことができる。 

 

（２）セミナー、インターンシップ派遣の実施 

(A) 海外等からの招聘講師による講義・セミナー：どの回も 20〜30 名程度の参加者があり、原

子力分野の第一人者の知識や経験を広く共有できたほか、活発な質疑応答を通して洞察を深め、ま

た講師と直接対話することで俯瞰力や国際感覚も養うことができた。また、作成した各セミナーの

英語版・日本語版の教材は、原子力国際専攻ウェブサイト上において、第 3,4 回のものは他の大学

等でも活用できるように公開、他の 2回分は講師の意向により専攻内部向けに公開しており、今後

も継続して活用できる。 

 

(B) 領域横断指向型インターンシップ派遣：平成 25 年度は、帰国後もメールで議論を継続する

成果につながった。平成 26 年度は、派遣者が次年度フォーラムの学生 Vice President に抜擢され

る快挙があった。平成 27 年度は、派遣先で世界各国から集まった同世代の仲間と国際社会でのリ

ーダーシップについて学ぶ経験をし、また、IAEA 総会での書記等を務めることで自らのキャリア観

を形成し、その経験をさらに OECD/NEA でのインターンシップにつなげ、国際機関への就職を目指

している者もいる。このように、コニュニケーション力や国際感覚を培い、分野を超えてリーダー

シップを発揮できる人材を育成できた。 



 

 

(C) 共同研究指向型インターンシップ派遣：平成 25 年度は、帰国後も議論を継続する成果につ

ながったほか、共同研究の継続と論文作成に向け、別資金で派遣先を再訪問することになった者も

いた。平成 26年度は、派遣の成果が国際・国内学会での発表や受賞につながった。平成 27 年度は、

学術誌への投稿のほか、派遣の成果を自身の博士論文に生かすことができた。このように、コミュ

ニケーション力や国際感覚を培い、国際共同研究のできる人材を育成できた。 

 

（３）若手教員・若手研究者海外派遣の実施 

平成 25 年度は、国際・学際共同研究マネジメントに関する先方教授との意見交換を経験した後、

現在も続く共同研究として実を結び、国際会議での発表や共著論文の出版、先方予算での若手研究

者向け招待講演等につながっている。平成 26 年度は、IAEA での実際のプロジェクト参画を通して、

原子力分野の国際・学際共同研究マネジメントを肌で学ぶ貴重な経験を得、その後 IAEA への就職

を果たした。平成 27 年度は、派遣先で自らセミナーを行い、また海外研究者との議論を通じて共

同研究を開始することができた。 

また、受け入れ先担当者の評価は、派遣者のうち 3 名が全項目について Excellent（5 段階評価

の一番上）、1名がおおむね Very Good（同上から 2番目）であった。 

以上のように、国際共同研究開発を立案・遂行する能力の育成を中心に、国際感覚をベースにし

た教授力の向上など、期待を超える成果があった。 

 

（４）その他（評価項目に係る事項に対する考察 等） 

大学院生インターンシップ派遣者および若手教員・研究員海外派遣者の進路等を調べるため、派

遣者全 19名にアンケートを送り、13 名から回答を得た。 

原子力関係機関への就職状況という点では、インターンシップ派遣を受けた大学院学生のうち、

社会基盤学専攻の学生が総合建設業に就職して柏崎刈羽原発や英国の原発での仕事に携わってい

る。このように、大学院では原子力を専門としていなかった学生が、本事業に参加した結果、原子

力関係の仕事に携わっているのは特筆すべき成果である。また、原子力国際専攻の学生は、電力会

社に就職し原発に勤務している者と、原子力専攻の特任助教に着任している者がいる。また、若手

教員・若手研究者海外派遣を受けた若手研究者のうち 1 名が IAEA に就職している。その他、本事

業でのインターンシップの後、OECD/ NEA での長期インターンシップの機会を得た者、海外留学中

の者、博士課程に進学した者もいる。 

また、得られた回答のうち論文・学会発表は 13 本、共同研究は 5 件だった。回答内容からは、

インターンシップや若手海外派遣がその目的を十分に果たしたことが分かる。 

 

<今後の事業計画・展開> 
補助期間中の実施内容や成果を生かし、今後は以下のように事業を展開する。 

 

（１）原子力基盤理工学の教程の整備 

学生用試用版を刊行した 2巻については、試用期間を経て外部に公開する。執筆を開始している

9 巻については、工学系研究科からの補助や外部資金を活用して学生用試用版を刊行する。原子炉

工学 I（熱流動工学）は、工学教程熱工学分野各巻の章節項構成が決まった後、章節項構成を検討

する。 

（２）セミナー、大学院生インターンシップ派遣の実施 

(A)海外招聘講師による講演会 

作成したセミナー資料を、今後も継続して講義等で教材として活用する。 

(B)(C)領域横断指向型・共同研究指向型インターンシップ派遣 

外部資金や寄附金等を活用して、意欲ある学生の海外インターンシップを支援する。 

 

<整備した設備・機器> 
  なし。 

 

<その他特記すべき事項> 
  なし。 
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 別紙１  

評価項目に係る事項について 
①課題の達成度（採択時の審査

評価委員会所見への対応を含

む。） 

<成果と評価>の(2c)と(3)に書いたように、海外インターンシップ

や若手海外派遣は、国際学会での発表や共著論文の出版という成果

に結びついている。また、セミナー教材は現に他の大学でも活用で

きる形で公開し、工学教程も将来的に公開に適した形で整備してい

る。これら、採択時の審査評価委員会所見への対応を含め、当初の

目的を十分に達成したと考えている。 

②特記すべき成果 ・ 海外派遣を受けた若手教員が、現在まで共同研究を継続し共著

での論文発表や国際会議発表、招待講演をしている。 

・ 海外派遣を受けた若手研究者が、IAEA に職を得た。 

・ IAEA でインターンシップを受けた大学院学生が、その後

OECD/NEA でもインターンシップを行い、国際機関への就職を目

指して活動している。 

③事業の継続状況・定着状況 学生用試用版を刊行した工学教程「原子炉物理学 I」「放射線化学」

は学部や大学院の講義で使用している。 

平成 26 年度にセミナーをして頂いた IAEA の Anne Starz 氏は、先

方負担にて平成 27年度にも本専攻でセミナーをされた。平成 27年

度にセミナーをして頂いたマックマスター大学の長崎教授は、平成

28 年 5 月 20 日に大学院生を引率してこられ原子力国際専攻大学院

生と交流を行った。その他にも、OECD/NEA マグウッド事務局長講演

会、同下村事務次長講演会、IAEA 採用制度説明会など、国際機関関

連の講演会を相次いで実施した。本事業開始前に比べて明らかにセ

ミナー・講演会が増えている。 

④成果の公開・共有の状況 工学教程は学生用試用版による試用期間を経て、将来的には公開

する。また、海外からの招聘講師によるセミナーをもとに日英 2カ

国語で作成した教材は、原子力国際専攻のウェブサイト上で、2回

分を外部の人も利用できる形で、他の 2回分は原子力国際専攻内部

向けに、公開、共有している。 

⑤参加した学生数、原子力関係

機関への就職状況、公的資格取

得者数 

 

参加者の原子力関係機関への就職状況については、<成果と評価

>(4)に記載した通りである。なお、原子力国際専攻を平成 25年度に

修了した大学院学生のうち、原子力関連企業・機関に修士から 7名、

原子力関連研究機関に修士から 1名と博士から 3名就職している。

平成 26 年度修了は、原子力関連企業・機関に修士から 11 名と博士

から 2名就職している。平成 27 年度修了は、原子力関連企業・機関

に修士から 8名就職している。 


